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１ 保健医療局の沿革 

（1）局の沿革 

【衛生局・健康局】 

終戦後の昭和21年９月、民生局から分離し、衛生局が発足した（総務課・公衆衛生課・医務課・

防疫課・薬務課・清掃課の６課体制）。 

昭和22年５月には、環境衛生業務が警視庁から移管された。 

保健所については、昭和22年の保健所法全面改正を受け、昭和23年10月には新制保健所が発足

（41保健所３出張所体制）し、地方の公衆衛生の指導業務と行政事務とを一体的に実施する機関

となった。 

昭和23年７月の保健婦助産婦看護婦法の制定により、看護婦等の養成制度が改められたのを受

け、昭和24年の第一高等看護学院（現広尾看護専門学校）設置をはじめ、順次看護学院を開設し、

看護婦等の養成体制整備を行った。 

清掃事業については、昭和27年11月の部制への移行に伴い清掃本部となり、昭和29年７月には、

衛生局から独立した（昭和31年に清掃局発足）。 

昭和40年代に入ると、公害による健康被害が社会問題となった。昭和42年、公害対策基本法が

制定され、国は対策を強化した。昭和45年に公害保健の専管組織（公害保健課）を設置したほか、

保健所に職員を配置し、大気測定機器を設置するなど、対応強化を図った。 

昭和40年８月には、母子保健法が制定され、母子の健康増進による国民保健の向上を目指し、

妊婦・乳児の健康審査、相談、医療援護等の各事業の推進を図った。 

昭和42年の児童福祉法改正により、重症心身障害児施設が児童福祉施設に位置付けられると、

昭和43年４月には、都で初めての重症心身障害児（者）施設として、府中療育センターを開設し

た。 

都立病院については、昭和30年以降、総合病院化を進め、昭和44年の「東京都中期計画－1969

年」では、都内全域をカバーする特殊専門医療を提供する高度医療機関と位置付けられた。同年

７月には、病院管理部が発足し、都立病院の管理が医務部から独立した。 

昭和50年４月には、地方自治法の一部改正を受け、特別区への保健所移管を行った（53保健所、11

保健相談所）。 

同時期に、食品衛生事務事業を特別区に移管したが、全都的な執行体制の確保が必要な場合も

あることから、協定等により都と特別区が連携して運営することとした。 

昭和60年の医療法改正で各都道府県に医療計画の策定が義務付けられたことを受け、平成元年

２月、「東京都保健医療計画」を策定した。この計画は、医療法上の医療計画としてだけではな

く、健康づくりから疾病の予防・治療、リハビリテーション及び介護を支える保健・医療・福祉

の連携に基づく包括的な保健医療体制の構築を目指すものであり、都の責任と施策の方向性を明

らかにする総合的・基本的な計画として策定された。 
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平成６年の保健所法の地域保健法への改正などを踏まえ、平成９年４月には、保健所の再編整

備を行い、13保健所４出張所体制となった。平成11年11月には、いきいき・安心・安全に暮らせ

る21世紀の東京を目指し、衛生行政の改革を行う「衛生局改革アクションプラン（第一次）」を

策定し、平成12年６月には、「開かれた医療」、「安心できる医療」及び「無駄のない医療」の

改革方針を明らかにした「東京発医療改革」を発表した。これを踏まえ、同年８月に東京の医療

改革とその中核となる都立病院改革の具体的な取組を示した「衛生局改革アクションプラン（第

二次）」を策定した。 

平成14年４月には、病院経営部門を病院経営本部として分離するとともに組織改正を行い、５

部体制で、局名を健康局とした。 

 

【福祉保健局】 

都においては、永く、福祉行政の主管局として福祉局が、衛生行政の主管局として衛生局・健

康局が、積極的に都民福祉の向上を進め、都民の福祉・保健・医療ニーズに応えてきた。 

両局においては、各種計画の策定や事業執行に際し連携を図ってきたが、少子高齢化の進行や

介護保険の導入などに伴い、福祉・保健・医療の連携がますます強く求められる状況になった。 

このため、少子高齢社会に対応し、健康に対する都民の不安を払しょくする観点から、平

成16年８月に福祉局と健康局を統合し、福祉・保健・医療に関する施策の総合化・一体化を

図ることとした。 

局統合後の平成18年２月には、本格的な高齢化や、人口減少社会の到来などを背景として、改

めて都の福祉保健施策に対する基本姿勢を明らかにするため、「福祉・健康都市東京ビジョン」

を策定した。このビジョンでは、誰もが「自ら積極的に健康づくり」に取り組み、就労や地域生

活など「その人らしい自立」を目指すことができるよう、主体的に生活できる社会の構築を目指

し、施策を展開していくこととした。 

令和２年７月には、新型コロナウイルス感染症への組織対応力を強化するため、感染症対策部

を設置した。 

令和４年７月には、都立病院と公社病院を一体とした法人として、地方独立行政法人東京都立

病院機構が設立された。 

地方独立行政法人化に伴い、行政的医療の安定的な提供など、都の医療政策と連携して法人が

その役割を確実に果たせるよう、福祉保健局に、法人との各種調整など運営支援を担う都立病院

支援部を設置した。 
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（2）保健医療局の設置 

福祉や保健医療を取り巻く社会的課題は、高度化、複雑化を増してきており、これらの課題に

的確に対応するためには、都民や事業者のニーズに寄り添いながら、実効性ある施策をより一層、

機動的に展開する必要がある。 

このような背景の下、福祉保健局は、都民の生命と健康を守り、福祉・保健・医療サービスを

将来にわたって盤石なものにするため、令和５年７月に「福祉局」と「保健医療局」に再編し、

より高い専門性と機動性を発揮できる組織へと変革を図ることとした。 

保健医療局は、総務部、企画部、保健政策部、医療政策部、都立病院支援部、健康安全部、感

染症対策部の７部体制で発足した。また、保健医療施策の更なる充実を図るとともに、これまで

培った福祉・保健・医療の連携を継承するため、保健医療局と福祉局に跨る政策課題の連携体制

を整えている。 
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２ 福祉局・保健医療局間の連携 

両局では、誰もが、生涯を通じて、安全・安心に暮らし続けることができるよう、都民の生命

と健康を守り、地域での自立を支える新しい福祉を実現することを理念として、福祉・保健・医

療施策を一体的に推進している。 

令和５年７月の局再編後も、福祉、保健医療の専門性を両局が高度に発揮することに加え、母

子保健・子育て支援、精神障害者への支援、認知症のある人への支援、新興感染症等への対応、

自殺総合対策など分野横断的な課題に対応するため、両局に跨る政策課題の企画立案・総合調整

を行う部門を中心に、これまで培った知見やノウハウを継承しつつ、両局が緊密に連携して対応

する体制を整えている。 

局間連携に当たり、「顔の見える関係づくり」を図っており、ライン部長会や事業所長会等を

両局合同で開催するほか、企画立案・意思決定を担う両局の総務部・企画部では、予算編成など

について情報共有及び意識合わせを行うため、定期的に両局連携ミーティングを実施する等の取

組を行っている。 

また、両局間での人的融合・育成を図るため、人事異動による人材交流についても、両局で密

接に連携して実施している。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉局 保健医療局

○生活福祉施策

○子供と家庭・女性福祉、

母子保健施策
○高齢者施策

○障害者（児）施策

○健康づくりの推進

○医療提供体制の整備

○健康安全施策
○感染症対策の基盤整備

連携

●⺟⼦保健・⼦育て
●精神障害者への支援
●認知症のある人への支援

●新興感染症等対応
●自殺総合対策
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３ 保健医療局組織一覧表（令和８年４月１日現在） 
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４ 保健医療局各課の分掌事務（東京都組織規程第26条の２） 
 

総 務 部 

総 務 課 

一 局所属職員（課長及びこれに準ずる職以上の職にある者に限る。）の人事に関すること。 

二 局事務事業に関する法規の調査及び解釈に関すること。 

三 局の公文書類の収受、配布、発送、編集及び保存に関すること。 

四 局事務事業の管理改善に関すること。 

五 局事務事業の広報及び広聴に関すること。 

六 局の情報公開に係る連絡調整等に関すること。 

七 局の個人情報の保護に係る連絡調整等に関すること。 

八 局事務事業に係る調査及び統計に関すること。 

九 保健医療情報の収集及び管理に関すること。 

十 局の契約に関すること。 

十一 局の財産及び物品の管理並びに工事に関すること。 

十二 監査及び検査の連絡調整に関すること。 

十三 局内他の部及び課に属しないこと。 

 

職 員 課 

一 局の組織及び定数に関すること。 

二 局所属職員の人事（課長及びこれに準ずる職以上の職にある者に係るものを除く。）及

び給与に関すること。 

三 局所属職員の福利厚生に関すること。 

四 局所属職員の安全衛生に関すること。 

五 東京都職員研修規則第四条の規定に基づく研修に関すること。 

六 医療従事者等の教育訓練に関すること（他の局及び部に属するものを除く。）。 

 

企 画 部 

企画政策課 

一 局事務事業の総合的な企画及び調整に関すること（他の課に属するものを除く。）。 

二 保健医療の研究に関すること。 

三 局事務事業のデジタル関連施策の企画、調整及び推進に関すること。 

四 保健医療に係る区市町村との連絡及び調整に関すること。 

五 局の所管に係る政策連携団体等の指導、監督等に関すること。 
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健康危機管理調整課 

一 健康危機管理に係る総合的な調整に関すること。 

 

計 理 課 

一 局の予算、決算及び会計（他の部に属するものを除く。）に関すること。 

二 局事務事業の進行管理に関すること。 

三 局事務事業の行政評価の実施に関すること。 

 

保健政策部 

保健政策課 

一 保健施策の総合的な企画及び調整に関すること。 

二 保健所事務事業の調整に関すること（他の局、部及び課に属するものを除く。）。 

三 東京都保健所の設置、管理及び運営に関すること。 

四 部内他の課に属しないこと。 

 

健康推進課 

一 健康づくり施策の計画、連絡調整及び実施に関すること。 

二 健康増進法の施行に関すること（他の局及び部に属するものを除く。）。 

三 栄養士法の施行に関すること。 

四 成人保健対策の計画及び調整に関すること。 

五 生活習慣病の予防に関すること。 

六 がん予防及び早期発見に関すること。 

七 自殺総合対策に関すること。 

 

疾病対策課 

一 難病対策に関すること。 

二 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律の施行に関すること。 

三 臓器の移植に関する法律の施行に関すること。 

四 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律の施行に関すること（献血の推進及び

血液製剤の適正使用に関するものに限る。）。 

 

国民健康保険課 

一 国民健康保険法の施行に関すること。 

二 国民健康保険事業の計画及び調査に関すること。 
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健康危機管理調整課 

一 健康危機管理に係る総合的な調整に関すること。 

 

計 理 課 

一 局の予算、決算及び会計（他の部に属するものを除く。）に関すること。 

二 局事務事業の進行管理に関すること。 

三 局事務事業の行政評価の実施に関すること。 

 

保健政策部 

保健政策課 

一 保健施策の総合的な企画及び調整に関すること。 

二 保健所事務事業の調整に関すること（他の局、部及び課に属するものを除く。）。 

三 東京都保健所の設置、管理及び運営に関すること。 

四 部内他の課に属しないこと。 

 

健康推進課 

一 健康づくり施策の計画、連絡調整及び実施に関すること。 

二 健康増進法の施行に関すること（他の局及び部に属するものを除く。）。 

三 栄養士法の施行に関すること。 

四 成人保健対策の計画及び調整に関すること。 

五 生活習慣病の予防に関すること。 

六 がん予防及び早期発見に関すること。 

七 自殺総合対策に関すること。 

 

疾病対策課 

一 難病対策に関すること。 

二 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律の施行に関すること。 

三 臓器の移植に関する法律の施行に関すること。 

四 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律の施行に関すること（献血の推進及び

血液製剤の適正使用に関するものに限る。）。 

 

国民健康保険課 

一 国民健康保険法の施行に関すること。 

二 国民健康保険事業の計画及び調査に関すること。 
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三 東京都国民健康保険運営協議会及び東京都国民健康保険審査会に関すること。 

四 国民健康保険事業の指導及び検査に関すること。 

五 国民健康保険組合に関すること。 

六 国民健康保険法に基づく東京都国民健康保険団体連合会に関すること。 

七 後期高齢者医療制度に関すること。 

八 医療費適正化計画に関すること。 

九 国民健康保険の医療に関すること。 

十 国民健康保険法による療養の給付に係る保険医療機関及び保険薬局並びに保険医及び保

険薬剤師の指導、報告等に関すること。 

十一 高齢者の医療の確保に関する法律による療養の給付に係る保険医療機関及び保険薬局

並びに保険医及び保険薬剤師の指導、報告等に関すること。 

 

医療政策部 

医療政策課 

一 医療施策の総合的な企画及び調整に関すること。 

二 東京都医療審議会に関すること。 

三 保健医療計画に関すること。 

四 医療改革の推進に関すること。 

五 医療機関の整備に関すること（他の局、部及び課に属するものを除く。）。 

六 地域医療システムに関すること。 

七 保健医療情報センターに関すること。 

八 歯科衛生に関すること。 

九 心身障害者口腔保健センターに関すること。 

十 地域がん医療に係る計画及び調整に関すること。 

十一 リハビリテーション医療に係る計画及び調整に関すること。 

十二 東京都リハビリテーション病院に関すること。 

十三 部内他の課に属しないこと。 

 

救急災害医療課 

一 救急医療に関すること（他の局、部及び課に属するものを除く。）。 

二 小児医療に関すること（他の局及び課に属するものを除く。）。 

三 周産期医療に関すること。 

四 災害時の医療救護に関すること（他の局に属するものを除く。）。 

五 島しよ等へき地の医療に関すること。 
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医療安全課 

一 医療法の施行に関すること。 

二 医療施設の監視及び指導に関すること。 

三 死体解剖保存法の施行に関すること。 

四 監察医務院に関すること。 

五 その他医務に関すること。 

 

医療人材課 

一 医療従事者の育成施策に係る計画及び調整に関すること。 

二 医師法、歯科医師法、歯科衛生士法及び歯科技工士法の施行に関すること。 

三 あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律及び柔道整復師法の施行に

関すること。 

四 診療放射線技師法の施行に関すること。 

五 臨床検査技師等に関する法律の施行に関すること。 

六 理学療法士及び作業療法士法の施行に関すること。 

七 視能訓練士法の施行に関すること。 

八 臨床工学技士法の施行に関すること。 

九 義肢装具士法の施行に関すること。 

十 救急救命士法の施行に関すること。 

十一 言語聴覚士法の施行に関すること。 

十二 医療社会事業に関すること。 

十三 保健師助産師看護師法の施行に関すること。 

十四 東京都准看護師試験委員会に関すること。 

十五 東京都看護師等修学資金選考委員会に関すること。 

十六 保健師、助産師、看護師及び准看護師の技術指導に関すること。 

十七 保健師、助産師、看護師及び准看護師の養成及び定着対策の援助に関すること。 

十八 看護専門学校に関すること。 

 

都立病院支援部 

法人調整課 

一 地方独立行政法人東京都立病院機構に関すること。 
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医療安全課 

一 医療法の施行に関すること。 

二 医療施設の監視及び指導に関すること。 

三 死体解剖保存法の施行に関すること。 

四 監察医務院に関すること。 

五 その他医務に関すること。 

 

医療人材課 

一 医療従事者の育成施策に係る計画及び調整に関すること。 

二 医師法、歯科医師法、歯科衛生士法及び歯科技工士法の施行に関すること。 

三 あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律及び柔道整復師法の施行に

関すること。 

四 診療放射線技師法の施行に関すること。 

五 臨床検査技師等に関する法律の施行に関すること。 

六 理学療法士及び作業療法士法の施行に関すること。 

七 視能訓練士法の施行に関すること。 

八 臨床工学技士法の施行に関すること。 

九 義肢装具士法の施行に関すること。 

十 救急救命士法の施行に関すること。 

十一 言語聴覚士法の施行に関すること。 

十二 医療社会事業に関すること。 

十三 保健師助産師看護師法の施行に関すること。 

十四 東京都准看護師試験委員会に関すること。 

十五 東京都看護師等修学資金選考委員会に関すること。 

十六 保健師、助産師、看護師及び准看護師の技術指導に関すること。 

十七 保健師、助産師、看護師及び准看護師の養成及び定着対策の援助に関すること。 

十八 看護専門学校に関すること。 

 

都立病院支援部 

法人調整課 

一 地方独立行政法人東京都立病院機構に関すること。 
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健康安全部 

健康安全課 

一 部所管事業の総合的な企画及び調整に関すること。 

二 調理師法及び製菓衛生師法の施行に関すること。 

三 東京都ふぐの取扱い規制条例に基づく試験及び免許に関すること。 

四 理容師法（管理理容師の講習及び理容師養成施設に関することに限る。）、美容師法

（管理美容師の講習及び美容師養成施設に関することに限る。）及びクリーニング業法

（試験、免許、クリーニング師の研修及びクリーニング業務従事者の講習に関することに

限る。）の施行に関すること。 

五 食品衛生法(食品衛生管理者及び食品衛生監視員の養成施設並びに食品衛生管理者の資

格認定講習に関することに限る。)の施行に関すること。 

六 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律(食鳥処理衛生管理者の養成施設及び

資格認定講習に関することに限る。)の施行に関すること。 

七 東京都健康安全研究センターに関すること（他の部に属するものを除く。）。 

八 部内他の課に属しないこと。 

 

食品監視課 

一 食品衛生に係る計画及び調整に関すること。 

二 食品衛生に係る規格及び基準に関すること。 

三 食品衛生営業に係る許可及び監視指導並びに行政処分等に関すること。 

四 食中毒の防止及び調査に関すること。 

五 乳及び乳製品の成分規格等に関する命令の施行に関すること。 

六 特別用途食品に関すること。 

七 健康増進法に基づく誇大表示の監視、指導等に関すること。 

八 健康食品対策に関すること（他の課に属するものを除く。）。 

九 東京都食品安全条例の施行に関すること。 

十 東京都食品安全審議会に関すること。 

十一 東京都ふぐの取扱い規制条例の施行に関すること（他の課に属するものを除く。）。 

十二 と畜場法の施行に関すること。 

十三 牛海綿状脳症対策特別措置法の施行に関すること（他の局に属するものを除く。）。 

十四 食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律の施行に関すること(他の課に属す

るものを除く。)。 

十五 化製場等に関する法律の施行に関すること（他の課に属するものを除く。）。 

十六 動物質原料の運搬等に関する条例の施行に関すること。 
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十七 食品表示法の施行に関すること。 

十八 米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律の施行に関するこ

と（他の局に属するものを除く。）。 

十九 東京都消費生活条例における食品表示に関すること（他の局に属するものを除く。）。 

二十 市場衛生検査所及び食肉衛生検査所に関すること。 

二十一 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律の施行に関すること（他の局に属す

るものを除く。）。 

二十二 その他食品衛生関係法令の施行に関すること。 

 

薬 務 課 

一 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律の施行に関するこ

と。 

二 薬剤師法の施行に関すること。 

三 毒物及び劇物取締法の施行に関すること。 

四 麻薬及び向精神薬取締法の施行に関すること。 

五 大麻草の栽培の規制に関する法律の施行に関すること。 

六 あへん法の施行に関すること。 

七 覚醒剤取締法の施行に関すること。 

八 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律の施行に関すること（献血の推進及び

血液製剤の適正使用に関するものを除く。）。 

九 有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律の施行に関すること。 

十 東京都薬物の濫用防止に関する条例の施行に関すること。 

十一 薬局等の行う医薬品の広告の適正化に関する条例の施行に関すること。 

十二 東京都薬事審議会に関すること。 

十三 医薬分業の質的向上に関すること。 

十四 健康食品対策に関すること（他の課に属するものを除く。）。 

十五 東京都麻薬中毒審査会に関すること。 

十六 薬物乱用防止の普及啓発に関すること。 

十七 その他薬事衛生に関すること。 

 

環境保健衛生課 

一 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律の施行に関すること。 

二 東京都生活衛生審議会に関すること。 

三 環境に係る保健衛生対策の計画及び調整に関すること。 
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十七 食品表示法の施行に関すること。 

十八 米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律の施行に関するこ

と（他の局に属するものを除く。）。 

十九 東京都消費生活条例における食品表示に関すること（他の局に属するものを除く。）。 

二十 市場衛生検査所及び食肉衛生検査所に関すること。 

二十一 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律の施行に関すること（他の局に属す

るものを除く。）。 

二十二 その他食品衛生関係法令の施行に関すること。 

 

薬 務 課 

一 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律の施行に関するこ

と。 

二 薬剤師法の施行に関すること。 

三 毒物及び劇物取締法の施行に関すること。 

四 麻薬及び向精神薬取締法の施行に関すること。 

五 大麻草の栽培の規制に関する法律の施行に関すること。 

六 あへん法の施行に関すること。 

七 覚醒剤取締法の施行に関すること。 

八 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律の施行に関すること（献血の推進及び

血液製剤の適正使用に関するものを除く。）。 

九 有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律の施行に関すること。 

十 東京都薬物の濫用防止に関する条例の施行に関すること。 

十一 薬局等の行う医薬品の広告の適正化に関する条例の施行に関すること。 

十二 東京都薬事審議会に関すること。 

十三 医薬分業の質的向上に関すること。 

十四 健康食品対策に関すること（他の課に属するものを除く。）。 

十五 東京都麻薬中毒審査会に関すること。 

十六 薬物乱用防止の普及啓発に関すること。 

十七 その他薬事衛生に関すること。 

 

環境保健衛生課 

一 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律の施行に関すること。 

二 東京都生活衛生審議会に関すること。 

三 環境に係る保健衛生対策の計画及び調整に関すること。 
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四 理容師法、美容師法及びクリーニング業法の施行に関すること（他の課に属するものを

除く。）。 

五 興行場法、旅館業法及び公衆浴場法の施行に関すること。 

六 墓地、埋葬等に関する法律の施行に関すること（他の局に属するものを除く。）。 

七 温泉法の施行に関すること（他の局に属するものを除く。）。 

八 建築物における衛生的環境の確保に関する法律の施行に関すること。 

九 住宅宿泊事業法の施行に関すること（他の局に属するものを除く。）。 

十 プール等取締条例の施行に関すること。 

十一 胞衣及び産汚物取締条例の施行に関すること。 

十二 大気汚染に係る健康障害者に関すること。 

十三 狂犬病予防法の施行に関すること。 

十四 動物の愛護及び管理に関する法律の施行に関すること。 

十五 東京都動物愛護管理審議会に関すること。 

十六 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の施行に関すること（動物 

由来感染症に関するものに限る。）。 

十七 化製場等に関する法律の施行に関すること（政令で定める動物の飼養、収容施設に関

するものに限る。）。 

十八 動物愛護相談センターに関すること。 

十九 愛玩動物看護師法に基づく愛玩動物看護師養成所の指定に関すること（他の局に属す

るものを除く。)。 

二十 水道法の施行に関すること。 

二十一 環境に係る健康影響調査に関すること。 

二十二 室内環境保健対策に関すること。 

二十三 アレルギー疾患に関すること（他の局及び部に属するものを除く。）。 

二十四 その他環境に係る保健衛生対策及び環境衛生措置に関すること（他の局、部及び課

に属するものを除く。）。 

 

感染症対策部 

計 画 課 

一 部所管事業の総合的な企画及び調整に関すること。 

二 感染症の予防のための施策の実施に関する計画に関すること。 

三 東京都健康安全研究センターに関すること（感染症対策に関することに限る。）。 

四 東京都感染症予防医療対策審議会及び感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律に基づく都道府県連携協議会に関すること。 
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五 部内他の課に属しないこと。 

 

調査・分析課 

一 東京感染症対策センター、東京都感染症医療体制戦略ボード及び東京都感染症対策連絡

会議に関すること。 

二 感染症に係る情報の収集、分析、公表等に関すること。 

 

防 疫 課 

一 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の施行に関すること（他の部

及び課に属するものを除く。）。 

二 疫学的調査に関すること。 

三 予防接種法の施行に関すること。 

四 結核対策に関すること（他の部に属するものを除く。）。 

五 ハンセン病対策に関すること。 

六 後天性免疫不全症候群対策の総合的な企画及び調整に関すること。 

 

医療体制整備課 

一 新型インフルエンザ等感染症の医療体制の整備（外来診療体制の整備を含む。）及び検

査体制の整備に関すること（他の部及び課に属するものを除く。）。 

二 感染症患者の自宅療養生活の支援に関すること。 

三 その他感染症のまん延防止対策に関すること（他の局、部及び課に属するものを除

く。）。 
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五 部内他の課に属しないこと。 

 

調査・分析課 

一 東京感染症対策センター、東京都感染症医療体制戦略ボード及び東京都感染症対策連絡

会議に関すること。 

二 感染症に係る情報の収集、分析、公表等に関すること。 

 

防 疫 課 

一 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の施行に関すること（他の部

及び課に属するものを除く。）。 

二 疫学的調査に関すること。 

三 予防接種法の施行に関すること。 

四 結核対策に関すること（他の部に属するものを除く。）。 

五 ハンセン病対策に関すること。 

六 後天性免疫不全症候群対策の総合的な企画及び調整に関すること。 

 

医療体制整備課 

一 新型インフルエンザ等感染症の医療体制の整備（外来診療体制の整備を含む。）及び検

査体制の整備に関すること（他の部及び課に属するものを除く。）。 

二 感染症患者の自宅療養生活の支援に関すること。 

三 その他感染症のまん延防止対策に関すること（他の局、部及び課に属するものを除

く。）。 

 

  

- 21 -



− 22 − 

 

 

 

５ 保健医療局職員定数   

 
   1,929人 （令和８年４月１日現在） 

（単位：人）

区      分 
職   種   別 配 置 別 

合 計 
事務系 福祉系 一般技術系 医療技術系 技能労務系 本 庁 事業所 

総 務 部 51 0 4 1 0 56 0 56 

企  画  部 47 0 1 0 0 48 0 48 

保 健 政 策 部 251 0 123 282 0 140 516 656 

医 療 政 策 部 149 1 0 197 17 132 232 364 

都立病院支援部 25 0 0 0 0 25 0 25 

健 康 安 全 部 84 0 336 220 23 152 511 663 

感 染 症 対 策 部 100 0 0 17 0 117 0 117 

合 計 707 1 464 717 40 670 1,259 1,929 
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６ 令和８年度保健医療局所管予算 

 
（１）歳出予算                           （単位：千円、％） 

区  分 

令和８年度 

当初予算額 

Ａ 

令和７年度 

当初予算額 

Ｂ 

増△減 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

伸び率 

Ｄ＝Ｃ／Ｂ 

一 
 
 

般 
 
 

会 
 
 

計 

保 健 医 療 費 563,895,000 545,161,000 18,734,000 3.4 

 

保健医療管理費 6,365,000 6,082,000 283,000 4.7 

保 健 政 策 費 365,876,000 345,800,000 20,076,000 5.8 

医 療 政 策 費 93,889,000 95,064,000 △1,175,000 △1.2 

都立病院支援費 57,452,000 60,124,000 △2,672,000 △4.4 

健 康 安 全 費 12,147,000 12,021,000 126,000 1.0 

感 染 症 対 策 費 7,679,000 8,232,000 △553,000 △6.7 

施 設 整 備 費 20,487,000 17,838,000 2,649,000 14.9 

計 563,895,000 545,161,000 18,734,000 3.4 

特
別
会
計 

国民健康保険事業会計 1,090,350,000 1,091,996,000 △1,646,000 △0.2 

地 方 独 立 行 政 法 人 

東 京 都 立 病 院 機 構 

貸 付 等 事 業 会 計  
36,871,000 29,329,000 7,542,000 25.7 

計 1,127,221,000 1,121,325,000 5,896,000 0.5 

合 計 1,691,116,000 1,666,486,000 24,630,000 1.5 

重 複 控 除 87,452,648 87,278,783 173,865 0.2 

差 引 純 計 1,603,663,352 1,579,207,217 24,456,135 1.5 
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６ 令和８年度保健医療局所管予算 

 
（１）歳出予算                           （単位：千円、％） 

区  分 

令和８年度 

当初予算額 

Ａ 

令和７年度 

当初予算額 

Ｂ 

増△減 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

伸び率 

Ｄ＝Ｃ／Ｂ 

一 
 
 

般 
 
 

会 
 
 

計 

保 健 医 療 費 563,895,000 545,161,000 18,734,000 3.4 

 

保健医 療管理 費 6,365,000 6,082,000 283,000 4.7 

保 健 政 策 費 365,876,000 345,800,000 20,076,000 5.8 

医 療 政 策 費 93,889,000 95,064,000 △1,175,000 △1.2 

都立病 院支援 費 57,452,000 60,124,000 △2,672,000 △4.4 

健 康 安 全 費 12,147,000 12,021,000 126,000 1.0 

感 染 症 対 策 費 7,679,000 8,232,000 △553,000 △6.7 

施 設 整 備 費 20,487,000 17,838,000 2,649,000 14.9 

計 563,895,000 545,161,000 18,734,000 3.4 

特
別
会
計 

国民健康保険事業会計 1,090,350,000 1,091,996,000 △1,646,000 △0.2 

地 方 独 立 行 政 法 人 

東 京 都 立 病 院 機 構 

貸 付 等 事 業 会 計  
36,871,000 29,329,000 7,542,000 25.7 

計 1,127,221,000 1,121,325,000 5,896,000 0.5 

合 計 1,691,116,000 1,666,486,000 24,630,000 1.5 

重 複 控 除 87,452,648 87,278,783 173,865 0.2 

差 引 純 計 1,603,663,352 1,579,207,217 24,456,135 1.5 
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（２）歳入予算                           （単位：千円、％） 

区   分 

令和８年度 

当初予算額 

Ａ 

令和７年度 

当初予算額 

Ｂ 

増△減 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

伸び率 

Ｄ＝Ｃ／Ｂ 

一 
 

般 
 

会 
 

計 

分 担金及負担金 40 40 0 0.0 

使 用料及手数料 4,398,923 4,266,741 132,182 3.1 

国 庫 支 出 金 37,958,571 38,025,171 △66,600 △0.2 

財 産 収 入 593,951 594,571 △620 △0.1 

寄 附 金 500 500 0 0.0 

繰 入 金 29,569,447 23,153,488 6,415,959 27.7 

諸 収 入 1,504,231 1,344,145 160,086 11.9 

都 債 417,000 98,000 319,000 著増 

計 74,442,663 67,482,656 6,960,007 10.3 

国
民
健
康
保
険
事
業
会
計 

分 担金及負担金 466,392,471 446,825,256 19,567,215 4.4 

国 庫 支 出 金 283,913,758 289,638,845 △5,725,087 △2.0 

前期高齢者交付金 221,975,792 221,904,454 71,338 微増 

共 同事業交付金 3,987,661 3,716,358 271,303 7.3 

出 産育児交付金 210,169 101,241 108,928 著増 

財 産 収 入 269,642 111,023 158,619 著増 

繰 入 金 88,290,170 89,008,043 △717,873 △0.8 

諸 収 入 1,462,672 1,767,499 △304,827 △17.2 

繰 越 金 23,847,665 38,923,281 △15,075,616 △38.7 

計 1,090,350,000 1,091,996,000 △1,646,000 △0.2 

地
方
独
立
行
政
法
人 

東
京
都
立
病
院
機
構 

貸
付
等
事
業
会
計 

事 業 収 入 4,825,698 5,404,003 △578,305 △10.7 

繰 入 金 1,282,478 390,740 891,738 著増 

諸 収 入 3,824 257 3,567 著増 

都 債 30,759,000 23,534,000 7,225,000 30.7 

計 36,871,000 29,329,000 7,542,000 25.7 

歳 入 合 計 1,201,663,663 1,188,807,656 12,856,007 1.1 

差 引 一 般 財 源 489,452,337 477,678,344 11,773,993 2.5 
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７ 附属機関 

 
保健医療局で所管している附属機関（法律又は条例に基づき設置しているもの）の概要及び 

令和７年度の開催実績は次のとおりである。 

（令和８年４月１日現在） 

名 称 根拠規程 内 容 構成員等 
令和７年度
開催実績 

東京都医療審議会 医療法 医療を提供する体制の確保に

関する重要事項を知事の諮問

に応じて調査審議する。 

医師、歯科医師、

薬剤師、医療を受

ける立場にある

者、学識経験者 

 

総会

部会 

2回  

2回 

東京都准看護師試験委員

会 
保健師助産師

看護師法 

准看護師試験の実施に関する

事務を行う。 

学識経験者、都職

員 

 

総会  6回 

東京都看護師等修学資金

選考委員会 
東京都看護師

等修学資金貸

与条例 

知事の諮問に応じて、修学資

金被貸与者の選考について

審議し、答申を行う。 

 

学識経験者、関係

団体等 

2回 

東京都指定難病審査会 難病の患者に

対する医療等

に関する法律 

難病医療費助成の申請につ

いて、支給認定をしないこ

ととする場合に審査を行

う。 

指 定 難 病 に 関

し、学識経験を

有する者（都道

府県の定める医

師に限る。） 

 

12回 

東京都国民健康保険審査

会 
国民健康保険法 保険給付に関する処分又は保

険料その他徴収金に関する処

分について、被保険者等から

の不服申立てがある場合、処

分の違法、不当性の有無を審

査し、裁決する。 

 

被保険者、保険者 

（区市町村及び国

民健康保険組合） 

及び公益の代表 

（医師、学識経

験者等） 

3回 

東京都国民健康保険運営

協議会 
東京都国民健

康保険運営協

議会条例 

国民健康保険事業費納付金

の徴収に関すること、国民健

康保険運営方針の作成に関

すること、その他国民健康保

険事業の運営に関すること

（東京都が処理するものに限

る。）について審議し、答申

する。 

 

被保険者代表、保

険医又は保険薬

剤師代表、公益

の代表（学識経験

者等）及び保険者 

（被用者保険

等）代表 

 

3回 

東京都後期高齢者医療審

査会 
高齢者の医療

の確保に関す

る法律 

保険給付に関する処分又は保

険料その他徴収金に関する処

分について、被保険者等から

の不服申立てがある場合、処

分の違法、不当性の有無を審

査し、裁決する。 

 

被保険者、東京都

後期高齢者医療

広域連合及び公

益 の 代 表 （ 医

師、学識経験者

等） 

2回 
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７ 附属機関 

 
保健医療局で所管している附属機関（法律又は条例に基づき設置しているもの）の概要及び 

令和７年度の開催実績は次のとおりである。 

（令和８年４月１日現在） 

名 称 根拠規程 内 容 構成員等 
令和７年度
開催実績 

東京都医療審議会 医療法 医療を提供する体制の確保に

関する重要事項を知事の諮問

に応じて調査審議する。 

医師、歯科医師、

薬剤師、医療を受

ける立場にある

者、学識経験者 

 

総会

部会 

2回  

2回 

東京都准看護師試験委員

会 
保健師助産師

看護師法 

准看護師試験の実施に関する

事務を行う。 

学識経験者、都職

員 

 

総会  6回 

東京都看護師等修学資金

選考委員会 
東京都看護師

等修学資金貸

与条例 

知事の諮問に応じて、修学資

金被貸与者の選考について

審議し、答申を行う。 

 

学識経験者、関係

団体等 

2回 

東京都指定難病審査会 難病の患者に

対する医療等

に関する法律 

難病医療費助成の申請につ

いて、支給認定をしないこ

ととする場合に審査を行

う。 

指 定 難 病 に 関

し、学識経験を

有する者（都道

府県の定める医

師に限る。） 

 

12回 

東京都国民健康保険審査

会 
国民健康保険法 保険給付に関する処分又は保

険料その他徴収金に関する処

分について、被保険者等から

の不服申立てがある場合、処

分の違法、不当性の有無を審

査し、裁決する。 

 

被保険者、保険者 

（区市町村及び国

民健康保険組合） 

及び公益の代表 

（医師、学識経

験者等） 

3回 

東京都国民健康保険運営

協議会 
東京都国民健

康保険運営協

議会条例 

国民健康保険事業費納付金

の徴収に関すること、国民健

康保険運営方針の作成に関

すること、その他国民健康保

険事業の運営に関すること

（東京都が処理するものに限

る。）について審議し、答申

する。 

 

被保険者代表、保

険医又は保険薬

剤師代表、公益

の代表（学識経験

者等）及び保険者 

（被用者保険

等）代表 

 

3回 

東京都後期高齢者医療審

査会 
高齢者の医療

の確保に関す

る法律 

保険給付に関する処分又は保

険料その他徴収金に関する処

分について、被保険者等から

の不服申立てがある場合、処

分の違法、不当性の有無を審

査し、裁決する。 

 

被保険者、東京都

後期高齢者医療

広域連合及び公

益 の 代 表 （ 医

師、学識経験者

等） 

2回 
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名 称 根拠規程 内 容 構成員等 
令和７年度
開催実績 

東京都食品安全審議会 東京都食品安全

条例 

都における食品の安全の確保

に関する施策について、知

事の諮問に応じて調査・審議

を行うとともに、必要に応じ

て意見具申を行う。 

 

都民、事業

者、学識経験者 

総会 2 回 

部会 3 回 

東京都食品安全情報評価

委員会 

東京都食品安全

条例 

食品等の安全性に関する情報

について調査を行い、その

結果を知事に報告する。 

 

都民、学識経験

者 

総会 2 回

部会 4 回 

東京都薬事審議会 医薬品、医療機

器等の品質、有

効性及び安全性

の確保等に関す

る法律、東京都

薬事審議会条例 

 

知事の諮問に応じて、薬事

に関する重要事項を調査審議

する。 

学識経験者、薬

事関 係 事 業 者

の代表、消費者

の代表 

総会 1 回

部会 0 回 

東京都麻薬中毒審査会 麻薬及び向精神

薬取締法 

知事の諮問に応じて、麻薬中

毒者の措置入院を一定期間以

上継続する場合の審査を行

う。 

 

法律又は麻薬中

毒者の医療に関

する学識経験者 

0 回 

東京都薬物情報評価委員

会 

東京都薬物の濫

用防止に関する

条例 

薬物の危険性に関する情報に

ついて調査を行い、その結

果を知事に報告する｡ 

 

学識経験者 5 回 

東京都大気汚染障害者認

定審査会 

大気汚染に係る

健康障害者に対

する医療費の助

成 に 関 す る 条

例、東京都大気

汚染障害者認定

審査会条例 

 

大気汚染に係る健康障害者に

対する医療費助成対象者の認

定を行うため必要な調査、

審議及び答申を行う。西多摩

保健所等５保健所に設置して

いる。 

学識経験者 6 0 回 

東京都生活衛生審議会 生活衛生関係営業

の運営の適正化

及び振興に関す

る法律、東京都

生活衛生審議会

条例 

法の施行に関する重要事項の

調査審議、生活衛生同業組合

が設定する適正化規程の認可

等に関する審議、興行場、旅

館業、公衆浴場業、理・美容

業、クリーニング業等に関す

る衛生上必要な措置の基準、

認可等に係る条件の審議等を

行う。 

 

学識経験者、生

活衛生関係営業

者の代表、利用

者又は消費者の

代表 

0 回 

東京都動物愛護管理審議

会 

東京都動物の愛

護及び管理に関

する条例 

動物の愛護及び適正な飼養並

びに動物による人の生命及び

身体への危害の防止に関して

調査審議する。 

 

 

 

学識経験者、獣

医師等関係団体

の代表、関係行

政機関の代表 

総会 1 回

部会 2 回 
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名 称 根拠規程 内 容 構成員等 
令和７年度
開催実績 

東京都感染症の診査に

関する協議会 

感染症の予防及

び感染症の患者

に対する医療に

関する法律、東

京都感染症の診

査に関する協議

会条例 

法で定められた1類及び2類感

染症にり患した者で勧告によ

り入院している患者の入院期

間の延長等について審議す

る。西多摩保健所等５保健所

に設置している。 

 

 

感染症指定医療機

関の医師、学識

経験者 

1 8 6 回 

東京都感染症予防医療対

策審議会 

東京都感染症予

防医療対策審議

会条例 

感染症の予防及び医療の対

策、感染症の予防のための施

策の実施に関する計画、原因

不明の感染症疾病、ねずみ

族、昆虫等の駆除対策に関す

ることについて知事の諮問に
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- 26 -



− 27 − 

 

 

 

名 称 根拠規程 内 容 構成員等 
令和７年度
開催実績 

東京都感染症の診査に

関する協議会 

感染症の予防及

び感染症の患者

に対する医療に

関する法律、東

京都感染症の診

査に関する協議

会条例 

法で定められた1類及び2類感

染症にり患した者で勧告によ

り入院している患者の入院期

間の延長等について審議す

る。西多摩保健所等５保健所

に設置している。 

 

 

感染症指定医療機

関の医師、学識

経験者 

1 8 6 回 

東京都感染症予防医療対

策審議会 

東京都感染症予

防医療対策審議

会条例 

感染症の予防及び医療の対

策、感染症の予防のための施

策の実施に関する計画、原因

不明の感染症疾病、ねずみ

族、昆虫等の駆除対策に関す

ることについて知事の諮問に

応じ審議する。 

 

学識経験者、関

係行政機関の代

表 

0 回 

東京都がん登録審議会 がん登録等の推

進に関する法律 

東京都がん登録

審議会規則 

都道府県がん情報の利用又は

提供、都道府県がんデータ

ベースの整備、がん登録に

係る知事の権限及び事務の委

任等に関する審議等を行う。 

 

学識経験者 1 回 

- 27 -



− 28 − 

 

 

 

８ 事業所・政策連携団体等一覧 
（令和８年４月１日現在）      

施   設   名 所 在 地 電話番号 

保 健 政 策 部 関 係 
   

西多摩保健所 〒198−0042 青梅市東青梅１－167－15 0428（22） 6141 

南多摩保健所 〒206−0025 多摩市永山２－１－５ 042（371） 7661 

多摩立川保健所 〒190−0023 立川市柴崎町２－21－19 042（524） 5171 

  東京都立川福祉保健庁舎内  
多摩府中保健所 〒183−0022 府中市宮西町１－26－１ 042（362） 2334 

  東京都府中合同庁舎内  
多摩小平保健所 〒187−0002 小平市花小金井１－31－24 042（450） 3111 

  東京都花小金井庁舎内  
島しょ保健所 〒163−8001 新宿区西新宿２－８－１ 03（5320） 4342 

  東京都庁第一本庁舎30階  
大島出張所 〒100−0101 大島町元町字馬の背275－４ 04992（2） 1436 

新島支所 〒100−0402 新島村本村６－４－24 04992（5） 1600 

神津島支所 〒100−0601 神津島村1088 04992（8） 0880 

三宅出張所 〒100−1102 三宅村伊豆1004 04994（2） 0181 

八丈出張所 〒100−1511 八丈町三根1950－２ 04996（2） 1291 

小笠原出張所 〒100−2101 小笠原村父島字清瀬 04998（2） 2951 

医 療 政 策 部 関 係     

監察医務院 〒112−0012 文京区大塚４－21－18 03（3944） 1481 

広尾看護専門学校 〒156-0057 世田谷区上北沢２－１－31 03（6379） 6730 

荏原看護専門学校 〒145−0065 大田区東雪谷４－５－28 03（3727） 2961 

府中看護専門学校 〒183−0042 府中市武蔵台２－27－１ 042（324） 6411 

北多摩看護専門学校 〒207−0022 東大和市桜が丘３－44－10 042（567） 0331 

青梅看護専門学校 〒198−0014 青梅市大門３－14－１ 0428（31） 9051 

南多摩看護専門学校 〒206−0042 多摩市山王下１－18－１ 042（389） 6601 

板橋看護専門学校 〒173−0015 板橋区栄町34－１ 03（5943） 7040 

健 康 安 全 部 関 係     

健康安全研究センター 〒169−0073 新宿区百人町３－24－１ 03（3363） 3231 

市場衛生検査所 〒135−0061 江東区豊洲６－６－１ 03（3520） 8101 

大田出張所 〒143−0001 大田区東海３－２－１ 03（5492） 2795 

足立出張所 〒120−0038 足立区千住橋戸町50 03（3879） 2748 

芝浦食肉衛生検査所 〒108−0075 港区港南２－７－19 03（3472） 5175 

動物愛護相談センター 〒156−0056 世田谷区八幡山２－９－11 03（3302） 3507 

城南島出張所 〒143−0002 大田区城南島３－２－１ 03（3790） 0861 

多摩支所 〒191−0021 日野市石田１－192－33 042（581） 7435 

政 策 連 携 団 体 等 
   

公益財団法人東京都医学総合研究所 〒156−8506 世田谷区上北沢２－１－６ 03（5316） 3100 

地方独立行政法人    

東京都立病院機構 〒163−8001 新宿区西新宿２－８－１   

  東京都庁第一本庁舎24階 03（5320） 5812 
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９ 保健医療局所管の主な法定計画等 

計画名 策 定 計画期間 掲載 

東京都健康推進プラン２１（第三次） 令和6年3月 令和6年度～令和17年度 Ｐ57 

東京都自殺総合対策計画（第２次） 令和5年3月 令和5年度～令和9年度 Ｐ58 

第四期東京都医療費適正化計画 
令和6年3月（令和7年

3月一部改定） 
令和6年度～令和11年度 Ｐ88 

東京都保健医療計画（第８次） 令和6年3月改定 令和6年度～令和11年度 Ｐ94 

東京都がん対策推進計画（第三次改定） 令和6年3月改定 令和6年度～令和11年度 Ｐ95 

東京都循環器病対策推進計画（第一次改

定） 
令和6年3月改定 令和6年度～令和11年度 Ｐ97 

東京都食品安全推進計画 令和8年3月改定 令和8年度～令和12年度 Ｐ160 

東京都アレルギー疾患対策推進計画 令和4年3月改定 令和4年度～令和8年度 Ｐ160 

東京都動物愛護管理推進計画 令和3年3月改定 令和3年度～令和12年度 Ｐ161 

東京都感染症予防計画 令和6年3月改定 令和6年度～令和11年度 Ｐ196 
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10 保健医療局重要施策 

都は、これまで、「365日24時間の安全・安心」と「患者中心の医療」の実現に向けて、様々

な改革に取り組んできた。平成18年２月には、保健医療と福祉の両分野を貫く初めての基本方

針となる「福祉・健康都市 東京ビジョン」を策定し、以来、医療改革と福祉改革を一体的に

推進している。 

一方、「福祉・健康都市 東京ビジョン」の策定から20年が経過する中で、我が国全体の人

口減少や少子高齢化の進行に加え、国の医療制度改革など、都民の命や健康を支える医療を取

り巻く状況は大きく変化している。医療提供の在り方は、病院完結型の医療から地域完結型の

医療へと転換が求められ、医療と介護の連携の更なる推進と、それを支える人材の確保・育成

が重要な課題となっている。また、2050年には、都民のおよそ３人に１人が65歳以上という超

高齢社会が到来すると予測されており、年齢を重ねても元気に活躍できるよう、食生活や運動な

どの生活習慣の改善を通じた都民の健康づくりを後押しして、健康長寿社会を実現していくこ

とが重要である。さらに、日常生活を支える食品・医薬品等の安全を確保するとともに、東日

本大震災や能登半島地震をはじめ激甚化する自然災害、新型コロナウイルス感染症やエボラ出

血熱、エムポックスなど世界各地で発生する様々な新興・再興感染症を踏まえた有事における

医療提供体制の強化が必要である。 

このような時代の大きな流れの中で、将来世代に確かな安心を引き継ぐためには、中長期的

な視点に立って、福祉・保健・医療施策を総合的に展開していくことが必要である。また、医

療を取り巻く環境変化に対応するため、デジタル技術を活用した情報連携や基盤整備等の医療

ＤＸの推進が重要である。 

そこで都は、社会経済情勢や浮き彫りとなった新たな課題を踏まえ、保健医療計画をはじめ、

健康推進プラン２１や感染症予防計画などの改定を行うとともに、「2050東京戦略」や「シン

・トセイⅩ 都政の構造改革QOSアップグレード戦略2.0」を策定した。また、「福祉・健康都

市 東京ビジョン」の基本方針を継承し、令和８年度に展開する重点施策を盛り込んだ「東京

の福祉保健2026 分野別取組」を取りまとめた。 

今後とも、社会環境の変化や災害等の緊急・突発的な事態にも対応しながら、これまで培っ

てきた福祉・保健・医療の連携を継承し、誰もが質の高い医療を受けられ、安心して暮らせる

東京、誰もが生涯にわたり、健やかで心豊かに暮らすことができる持続可能な社会の実現を目

指していく。 
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  令和８年度に展開する主な施策 

分 野 別 事 業 展 開

 

ライフステージを通じた健康 

づくりの取組等を推進します 

保健分野 

 

多様化する健康危機から 

都民を守ります 

健康安全分野 

 

都民の安心を支える質の高い 

医療提供体制の整備を進めます 

医療分野 

 

広域的な自治体としての 

役割を着実に果たします 
 

福祉・保健・医療における

様々な施策を総合的に支援 

します 

横断的取組 

 

様々な感染症から都民の 

生命と健康を守ります 

感染症対策分野 

１ がんを含めた生活習慣病の予防、健康づくりを支援します 

２ 難病患者の療養生活を支援します 

３ 自殺対策を総合的に推進します 

１ 都民の安全・安心を守る救急医療・災害医療体制を整備します 

２ 安心して子供を産み、育てられる周産期医療・小児医療体制を 

確保します 

３ がん・循環器病等の疾病別の医療連携体制や、在宅療養環境の 

整備、地域医療の確保に向けた取組、医療ＤＸなどを進めます 

４ 医療人材の確保・育成を支援します 

５ 都立病院機構による行政的医療の安定的かつ継続的な提供や 

地域医療の充実等に向けた取組を支援します 

１ 新興感染症の発生に備えた体制強化を図るとともに、感染症全

般に的確に対応するための総合的な取組を進めます 

 

１ 危険ドラッグ等の速やかな排除、薬物の乱用防止を目指し、規

制、監視指導、普及啓発を強化します 

２ 健康危機から都民を守る体制を確保します 

３ 人と動物との調和のとれた共生社会の実現を目指します 

１ サービスの「信頼確保」と「質の向上」を推進します 

２ 区市町村の主体的な施策展開を支援します 

３ 福祉・保健・医療分野におけるＤＸを推進します 

４ 福祉・保健・医療分野における防災対策を推進します 
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11 福祉保健を取り巻く現状 

人口、平均余命、出生、死亡の面から見た都民の現状は以下のとおりである。 

(1）人口のあらまし 

令和７年10月１日現在の東京都の推計人口（国勢調査）は、表１－１から表１－３までのとお

りで、14,246,219人を数え、令和６年同月の人口と比べ54,035人増加した。 

ア 性 別 

令和７年の人口を男女別に見ると、男6,971,785人、女7,274,434人で、令和６年と比べて

男は9,840人増加し、女も44,195人増加した。（表１－１） 

表１－１ 人口推移 （各年10月1日現在） 

 

年次 

総 数 男 女 

人 口 

（人） 

対前回 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

構成比 

（％） 

人 口 

（人） 

構成比 

（％） 

人 口 

（人） 

構成比 

（％） 

昭和45年 11,408,071 538,827 5.0 100.0 5,801,009 50.9 5,607,062 49.1 

50 11,673,554 265,483 2.3 100.0 5,913,373 50.7 5,760,181 49.3 

55 11,618,281 △55,273 △0.5 100.0 5,856,280 50.4 5,762,001 49.6 

60 11,829,363 211,082 1.8 100.0 5,955,029 50.3 5,874,334 49.7 

平成２年 11,855,563 26,200 0.2 100.0 5,969,773 50.4 5,885,790 49.6 

７ 11,773,605 △42,226 △0.4 100.0 5,892,704 50.1 5,880,901 49.9 

12 12,064,101 120,053 1.0 100.0 6,028,562 50.0 6,035,539 50.0 

17 12,576,601 124,635 1.0 100.0 6,264,895 49.8 6,311,706 50.2 

22 13,159,388 170,591 1.3 100.0 6,512,110 49.5 6,647,278 50.5 

27 13,515,271 355,883 2.7 100.0 6,666,690 49.3 6,848,581 50.7 

＊28 13,636,222 120,951 0.9 100.0 6,723,887 49.3 6,912,335 50.7 

＊29 13,742,906 106,684 0.8 100.0 6,769,931 49.3 6,972,975 50.7 

＊30 13,843,403 100,497 0.7 100.0 6,811,987 49.2 7,031,416 50.8 

＊令和元年 13,942,856 99,453 0.7 100.0 6,854,976 49.2 7,087,880 50.8 

２ 14,047,594 104,738 0.8 100.0 6,898,388 49.1 7,149,206 50.9 

＊３ 14,011,487 △36,107 △0.3 100.0 6,875,887 49.1 7,135,600 50.9 
＊４ 14,040,732 29,245 0.2 100.0 6,888,660 49.1 7,152,072 50.9 
＊５ 14,099,993 59,261 0.4 100.0 6,915,965 49.0 7,184,028 51.0 

＊６ 14,192,184 92,191 0.7 100.0 6,961,945 49.1 7,230,239 50.9 
 ７ 14,246,219 54,035 0.4 100.0 6,971,785 48.9 7,274,434 51.1 

 (注） ＊印の年次は、総務局統計部の推計人口、その他は国勢調査人口である。なお、令和７年については 

速報であり、確報値は令和８年９月に総務省が公表する予定である。 

 

イ 地域別 

令和７年の人口・構成比を区市郡島部別に見ると、区部9,953,160人（69.9％）、市部

4,217,852人（29.6％）、郡部53,156人（0.4％）、島部22,051人（0.2％）で、令和６年と

比べると、区部は79,161人（0.8％）増加し、市部は23,587人（0.6％）、郡部は702人

（1.3％）、島部は837人（3.7％）減少した。（表１－２） 
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表１－２ 区市郡島部別人口の推移                     （各年10月1日現在） 

 

年次 

総 数 区 部 

人 口 

（人） 

対前回 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

構成比 

（％） 

人 口 

（人） 

対前回 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

構成比 

（％） 

昭和45年 11,408,071 538,827 5.0 100.0 8,840,942 △52,152 △0.6 77.5 

50 11,673,554 265,483 2.3 100.0 8,646,520 △194,422 △2.2 74.1 

55 11,618,281 △55,273 △0.5 100.0 8,351,893 △294,627 △3.4 71.9 

60 11,829,363 211,082 1.8 100.0 8,354,615 2,722 0.0 70.6 

平成２年 11,855,563 26,200 0.2 100.0 8,163,573 △191,042 △2.3 68.9 

７ 11,773,605 △42,226 △0.4 100.0 7,967,614 △54,329 △0.7 67.7 

12 12,064,101 120,053 1.0 100.0 8,134,688 85,206 1.1 67.4 

17 12,576,601 124,635 1.0 100.0 8,489,653 98,686 1.2 67.5 

22 13,159,388 170,591 1.3 100.0 8,945,695 143,628 1.6 68.0 

27 13,515,271 355,883 2.7 100.0 9,272,740 327,045 3.7 68.6 

＊28 13,636,222 120,951 0.9 100.0 9,375,279 102,539 1.1 68.8 

＊29 13,742,906 106,684 0.8 100.0 9,467,490 92,211 1.0 68.9 

＊30 13,843,403 100,497 0.7 100.0 9,555,919 88,429 0.9 69.0 

＊令和元年 13,942,856 99,453 0.7 100.0 9,644,079 88,160 0.9 69.2 

２ 14,047,594 104,738 0.8 100.0 9,733,276 89,197 0.9 69.3 

＊３ 14,011,487 △36,107 △0.3 100.0 9,691,689 △41,587 △0.4 69.2 

＊４ 14,040,732 29,245 0.2 100.0 9,720,389 28,700 0.3 69.2 

＊５ 14,099,993 59,261 0.4 100.0 9,783,988 63,599 0.7 69.4 

＊６ 14,192,184 92,191 0.7 100.0 9,873,999 90,011 0.9 69.6 
 ７ 14,246,219 54,035 0.4 100.0 9,953,160 79,161 0.8 69.9 

  

 

 

(注） ＊印の年次は、総務局統計部の推計人口、その他は国勢調査人口である。なお、令和７年については 

速報であり、確報値は令和８年９月に総務省が公表する予定である。 

 

年次 

市 部 郡 部 島 部 

人 口 

（人） 

対前回 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

構成比 

（％） 

人 口 

（人） 

対前回 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

構成比 

（％） 

人 口 

（人） 

対前回 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

構成比

（％） 

昭和45年 2,320,259 872,253 60.2 20.3 213,603 △278,949 △56.6 1.9 33,267 △2,325 △6.5 0.3 

50 2,893,763 573,504 24.7 24.8 99,284 △114,319 △53.5 0.9 33,987 720 2.2 0.3 

55 3,119,999 226,236 7.8 26.9 112,715 13,431 13.5 1.0 33,674 △313 △0.9 0.3 

60 3,317,059 197,060 6.3 28.0 124,102 11,387 10.1 1.0 33,587 △87 △0.3 0.3 

平成２年 3,526,027 208,968 6.3 29.7 133,627 9,525 7.7 1.1 32,336 △1,251 △3.7 0.3 

７ 3,712,682 33,995 0.9 31.5 61,232 △22,288 △26.7 0.5 32,077 396 1.2 0.3 

12 3,841,419 39,269 1.0 31.8 60,354 △592 △1.0 0.5 27,640 △3,830 △12.2 0.2 

17 3,998,901 23,692 0.6 31.8 59,303 △464 △0.8 0.5 28,744 2,100 7.3 0.2 

22 4,,128 26,764 0.7 31.4 58,750 110 0.2 0.4 27,815 89 0.3 0.2 

27 4,157,706 30,578 0.7 30.8 58,334 △416 △0.7 0.4 26,491 △1,324 △4.8 0.2 

＊28 4,176,760 19,054 0.5 30.6 58,099 △235 △0.4 0.4 26,084 △407 △1.5 0.2 

＊29 4,191,915 15,155 0.4 30.5 57,765 △334 △0.6 0.4 25,736 △348 △1.3 0.2 

＊30 4,204,871 12,956 0.3 30.4 57,189 △576 △1.0 0.4 25,424 △312 △1.2 0.2 

＊令和元年 4,217,121 12,250 0.3 30.2 56,594 △595 △1.0 0.4 25,062 △362 △1.4 0.2 

２ 4,234,381 17,260 0.4 30.1 55,476 △1,118 △2.0 0.4 24,461 △601 △2.4 0.2 

＊３ 4,240,673 6,292 0.1 30.3 55,015 △461 △0.8 0.4 24,110 △351 △1.4 0.2 

＊４ 4,241,974 1,301 0.0 30.2 54,636 △379 △0.7 0.4 23,733 △377 △1.6 0.2 

＊５ 4,238,489 △3,485 △0.1 30.1 54,148 △488 △0.9 0.4 23,368 △365 △1.5 0.2 

＊６ 4,241,439 2,950 0.1 29.9 53,858 △290 △0.5 0.4 22,888 △480 △2.1 0.2 

 ７ 4,217,852 △23,587 △0.6 29.6 53,156 △702 △1.3 0.4 22,051 △837 △3.7 0.2 
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表１－２ 区市郡島部別人口の推移                     （各年10月1日現在） 

 

年次 

総 数 区 部 

人 口 

（人） 

対前回 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

構成比 

（％） 

人 口 

（人） 

対前回 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

構成比 

（％） 

昭和45年 11,408,071 538,827 5.0 100.0 8,840,942 △52,152 △0.6 77.5 

50 11,673,554 265,483 2.3 100.0 8,646,520 △194,422 △2.2 74.1 

55 11,618,281 △55,273 △0.5 100.0 8,351,893 △294,627 △3.4 71.9 

60 11,829,363 211,082 1.8 100.0 8,354,615 2,722 0.0 70.6 

平成２年 11,855,563 26,200 0.2 100.0 8,163,573 △191,042 △2.3 68.9 

７ 11,773,605 △42,226 △0.4 100.0 7,967,614 △54,329 △0.7 67.7 

12 12,064,101 120,053 1.0 100.0 8,134,688 85,206 1.1 67.4 

17 12,576,601 124,635 1.0 100.0 8,489,653 98,686 1.2 67.5 

22 13,159,388 170,591 1.3 100.0 8,945,695 143,628 1.6 68.0 

27 13,515,271 355,883 2.7 100.0 9,272,740 327,045 3.7 68.6 

＊28 13,636,222 120,951 0.9 100.0 9,375,279 102,539 1.1 68.8 

＊29 13,742,906 106,684 0.8 100.0 9,467,490 92,211 1.0 68.9 

＊30 13,843,403 100,497 0.7 100.0 9,555,919 88,429 0.9 69.0 

＊令和元年 13,942,856 99,453 0.7 100.0 9,644,079 88,160 0.9 69.2 

２ 14,047,594 104,738 0.8 100.0 9,733,276 89,197 0.9 69.3 

＊３ 14,011,487 △36,107 △0.3 100.0 9,691,689 △41,587 △0.4 69.2 

＊４ 14,040,732 29,245 0.2 100.0 9,720,389 28,700 0.3 69.2 

＊５ 14,099,993 59,261 0.4 100.0 9,783,988 63,599 0.7 69.4 

＊６ 14,192,184 92,191 0.7 100.0 9,873,999 90,011 0.9 69.6 
 ７ 14,246,219 54,035 0.4 100.0 9,953,160 79,161 0.8 69.9 

  

 

 

(注） ＊印の年次は、総務局統計部の推計人口、その他は国勢調査人口である。なお、令和７年については 

速報であり、確報値は令和８年９月に総務省が公表する予定である。 

 

年次 

市 部 郡 部 島 部 

人 口 

（人） 

対前回 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

構成比 

（％） 

人 口 

（人） 

対前回 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

構成比 

（％） 

人 口 

（人） 

対前回 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

構成比

（％） 

昭和45年 2,320,259 872,253 60.2 20.3 213,603 △278,949 △56.6 1.9 33,267 △2,325 △6.5 0.3 

50 2,893,763 573,504 24.7 24.8 99,284 △114,319 △53.5 0.9 33,987 720 2.2 0.3 

55 3,119,999 226,236 7.8 26.9 112,715 13,431 13.5 1.0 33,674 △313 △0.9 0.3 

60 3,317,059 197,060 6.3 28.0 124,102 11,387 10.1 1.0 33,587 △87 △0.3 0.3 

平成２年 3,526,027 208,968 6.3 29.7 133,627 9,525 7.7 1.1 32,336 △1,251 △3.7 0.3 

７ 3,712,682 33,995 0.9 31.5 61,232 △22,288 △26.7 0.5 32,077 396 1.2 0.3 

12 3,841,419 39,269 1.0 31.8 60,354 △592 △1.0 0.5 27,640 △3,830 △12.2 0.2 

17 3,998,901 23,692 0.6 31.8 59,303 △464 △0.8 0.5 28,744 2,100 7.3 0.2 

22 4,,128 26,764 0.7 31.4 58,750 110 0.2 0.4 27,815 89 0.3 0.2 

27 4,157,706 30,578 0.7 30.8 58,334 △416 △0.7 0.4 26,491 △1,324 △4.8 0.2 

＊28 4,176,760 19,054 0.5 30.6 58,099 △235 △0.4 0.4 26,084 △407 △1.5 0.2 

＊29 4,191,915 15,155 0.4 30.5 57,765 △334 △0.6 0.4 25,736 △348 △1.3 0.2 

＊30 4,204,871 12,956 0.3 30.4 57,189 △576 △1.0 0.4 25,424 △312 △1.2 0.2 

＊令和元年 4,217,121 12,250 0.3 30.2 56,594 △595 △1.0 0.4 25,062 △362 △1.4 0.2 

２ 4,234,381 17,260 0.4 30.1 55,476 △1,118 △2.0 0.4 24,461 △601 △2.4 0.2 

＊３ 4,240,673 6,292 0.1 30.3 55,015 △461 △0.8 0.4 24,110 △351 △1.4 0.2 

＊４ 4,241,974 1,301 0.0 30.2 54,636 △379 △0.7 0.4 23,733 △377 △1.6 0.2 

＊５ 4,238,489 △3,485 △0.1 30.1 54,148 △488 △0.9 0.4 23,368 △365 △1.5 0.2 

＊６ 4,241,439 2,950 0.1 29.9 53,858 △290 △0.5 0.4 22,888 △480 △2.1 0.2 

 ７ 4,217,852 △23,587 △0.6 29.6 53,156 △702 △1.3 0.4 22,051 △837 △3.7 0.2 
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ウ 年齢階級別人口 

令和６年の人口を年齢３区分別、すなわち年少人口（０～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）、

老年人口（65歳以上）で見ると、年少人口は1,494,000人で総数に占める構成割合は10.5パー

セント、生産年齢人口は9,469,000人で66.8パーセント、また老年人口は3,215,000人で22.7パー

セントとなっている。（表１－３） 

 

 

表１－３ 年齢（３区分）別人口                       （各年10月1日現在） 

 
年次 

年 少 人 口 
（0～14歳） 

生産年齢人口 
（15～64歳） 

老 年 人 口 
（65歳以上） 

人 口 
（人） 

構成割合 
（％） 

人 口 
（人） 

構成割合 
（％） 

人 口 
（人） 

構成割合 
（％） 

 

昭和45年 2,400,630 21.0 8,146,630 73.8 590,811 5.2 

  50 2,564,449 22.0 8,360,219 71.7 731,808 6.3 

  55 2,393,687 20.6 8,308,563 71.6 894,961 7.7 

  60 2,125,337 18.0 8,638,299 73.1 1,055,850 8.9 

平成２年 1,727,479 14.7 8,790,525 74.7 1,244,026 10.6 

  ７ 1,499,126 12.8 8,705,099 74.2 1,530,695 13.0 

  12 1,420,919 11.8 8,685,878 72.3 1,910,456 15.9 

  17 1,424,667 11.5 8,695,592 70.0 2,295,527 18.5 

  22 1,477,371 11.4 8,850,225 68.2 2,642,231 20.4 

  27 1,518,130 11.5 8,734,155 65.9 3,005,516 22.7 

＊28 1,535,000 11.3 8,969,000 65.8 3,120,000 22.9 

＊29 1,542,000 11.2 9,021,000 65.6 3,160,000 23.0 

＊30 1,550,000 11.2 9,084,000 65.7 3,189,000 23.1 

＊令和元年 1,553,000 11.2 9,158,000 65.8 3,209,000 23.1 

   ２ 1,566,840 11.5 8,944,193 65.7 3,107,822 22.8 

 ＊３ 1,553,000 11.1 9,255,000 66.1 3,202,000 22.9 

 ＊４ 1,535,000 10.9 9,301,000 66.3 3,202,000 22.8 

 ＊５ 1,513,000 10.7 9,369,000 66.5 3,205,000 22.8 

 ＊６ 1,494,000 10.5 9,469,000 66.8 3,215,000 22.7 

（注）１ 各年次とも年齢不詳を除く。 

２ ＊は総務省統計局の人口推計による。それ以外は国勢調査による。 
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(2）都民の平均余命、出生、死亡の現状

ア 平均余命（表１－４－①，②） 

(ｱ）０歳の平均余命 

我が国の０歳の平均余命（平均寿命）は男81.56年、女87.71年である。昭和45年の男

69.31年、女74.66年と比べ、50年間で男女とも12～13年程度伸びている。都道府県別で見

ると、東京都は男が81.77年で第14位、女が87.86年で第17位になっている。 

(ｲ）65歳の平均余命 

65歳に到達した者があと何年生きられるかを見ると、昭和45年の男12.50年、女15.34年

に比べ、令和２年には男19.97年、女24.88年と、高齢期が長くなってきている。東京都は

男が19.89年で全国第27位、女が24.93年で全国第17位となっている。 

表１－４－① 平均余命（令和２年） （単位：年） 

 

指 標 

首 都 圏 中京圏 近 畿 圏 

東京都 
埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 兵庫県 

総 数 区 部 

０歳平均余命 男

女

65歳平均余命 男
女

81.77 81.54 81.44 81.45 82.04 81.77 80.81 81.72 

87.86 87.79 87.31 87.50 87.89 87.52 87.37 87.90 

19.89 19.65 19.79 19.95 20.23 19.87 19.35 20.06 

24.93 24.87 24.55 24.72 24.99 24.58 24.55 24.95 

資料：「令和２年都道府県別生命表」（厚生労働省政策統括官付参事官付人口動態・保健社会統計室） 
 

表１－４－② 平均寿命と65歳平均余命の推移（全国） （単位：歳・年） 

 昭和 
45年 

 
50年 

 
55年 

 
60年 

平成 
２年 

 
７年 

 
12年 

 
17年 

 
22年 

 
27年 

令和 

２年 
平均寿命(男性) 69.31 71.73 73.35 74.78 75.92 76.38 77.72 78.56 79.55 80.75 81.56 

平均寿命(女性) 74.66 76.89 78.76 80.48 81.90 82.85 84.60 85.52 86.30 86.99 87.71 

65歳平均余命(男性) 12.50 13.72 14.56 15.52 16.22 16.48 17.54 18.13 18.74 19.41 19.97 

65歳平均余命(女性) 15.34 16.56 17.68 18.94 20.03 20.94 22.42 23.19 23.80 24.24 24.88 

資料：「第23回生命表（令和２年）」（厚生労働省政策統括官付参事官付人口動態・保健社会統計室） 

 

イ 出 生（表１－５） 

我が国の出生数は、昭和46年～49年の第二次ベビーブームの後、昭和50年以降は毎年減少し続

け、平成に入ってからは増減を繰り返していたが、平成28年に100万人を切ってからは減少し続

けている。 

東京都においてもおおむね同様の傾向にあったが、令和７年は増加した。 

 

ウ 合計特殊出生率（表１－５） 

全国及び東京都とも増減しながらも低下傾向を示していたが、平成17年を底に、連続して上昇

傾向が続いた。その後、全国では平成28年、東京都では平成29年から再び低下している。東京都

では、令和５年は0.99で、初めて1.00を下回った。令和７年は昨年と変わらず0.96であった。 
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(2）都民の平均余命、出生、死亡の現状

ア 平均余命（表１－４－①，②） 

(ｱ）０歳の平均余命 

我が国の０歳の平均余命（平均寿命）は男81.56年、女87.71年である。昭和45年の男

69.31年、女74.66年と比べ、50年間で男女とも12～13年程度伸びている。都道府県別で見

ると、東京都は男が81.77年で第14位、女が87.86年で第17位になっている。 

(ｲ）65歳の平均余命 

65歳に到達した者があと何年生きられるかを見ると、昭和45年の男12.50年、女15.34年

に比べ、令和２年には男19.97年、女24.88年と、高齢期が長くなってきている。東京都は

男が19.89年で全国第27位、女が24.93年で全国第17位となっている。 

表１－４－① 平均余命（令和２年） （単位：年） 

 

指 標 

首 都 圏 中京圏 近 畿 圏 

東京都 
埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 兵庫県 

総 数 区 部 

０歳平均余命 男

女

65歳平均余命 男
女

81.77 81.54 81.44 81.45 82.04 81.77 80.81 81.72 

87.86 87.79 87.31 87.50 87.89 87.52 87.37 87.90 

19.89 19.65 19.79 19.95 20.23 19.87 19.35 20.06 

24.93 24.87 24.55 24.72 24.99 24.58 24.55 24.95 

資料：「令和２年都道府県別生命表」（厚生労働省政策統括官付参事官付人口動態・保健社会統計室） 
 

表１－４－② 平均寿命と65歳平均余命の推移（全国） （単位：歳・年） 

 昭和 
45年 

 
50年 

 
55年 

 
60年 

平成 
２年 

 
７年 

 
12年 

 
17年 

 
22年 

 
27年 

令和 

２年 
平均寿命(男性) 69.31 71.73 73.35 74.78 75.92 76.38 77.72 78.56 79.55 80.75 81.56 

平均寿命(女性) 74.66 76.89 78.76 80.48 81.90 82.85 84.60 85.52 86.30 86.99 87.71 

65歳平均余命(男性) 12.50 13.72 14.56 15.52 16.22 16.48 17.54 18.13 18.74 19.41 19.97 

65歳平均余命(女性) 15.34 16.56 17.68 18.94 20.03 20.94 22.42 23.19 23.80 24.24 24.88 

資料：「第23回生命表（令和２年）」（厚生労働省政策統括官付参事官付人口動態・保健社会統計室） 

 

イ 出 生（表１－５） 

我が国の出生数は、昭和46年～49年の第二次ベビーブームの後、昭和50年以降は毎年減少し続

け、平成に入ってからは増減を繰り返していたが、平成28年に100万人を切ってからは減少し続

けている。 

東京都においてもおおむね同様の傾向にあったが、令和７年は増加した。 

 

ウ 合計特殊出生率（表１－５） 

全国及び東京都とも増減しながらも低下傾向を示していたが、平成17年を底に、連続して上昇

傾向が続いた。その後、全国では平成28年、東京都では平成29年から再び低下している。東京都

では、令和５年は0.99で、初めて1.00を下回った。令和７年は昨年と変わらず0.96であった。 
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表１－５ 出生数・合計特殊出生率 

年 次 
出 生 数 （人） 合計特殊出生率 

全 国 東京都 全 国 東京都 

昭和40年 1,823,697 225,492 2.14 2.00 

50 1,901,440 186,701 1.91 1.63 

60 1,431,577 126,178 1.76 1.44 

平成７年 1,187,064 96,823 1.42 1.11 

12 1,190,547 100,209 1.36 1.07 

17 1,062,530 96,542 1.26 1.00 

22 1,071,305 108,135 1.39 1.12 

23 1,050,807 106,027 1.39 1.06 

24 1,037,232 107,401 1.41 1.09 

25 1,029,817 109,986 1.43 1.13 

26 1,003,609 110,629 1.42 1.15 

27 1,005,721 113,194 1.45 1.24 

28 977,242 111,964 1.44 1.24 

29 946,146 108,990 1.43 1.21 

30 918,400 107,150 1.42 1.20 

令和元年 865,239 101,818 1.36 1.15 

２ 840,835 99,661 1.33 1.12 

３ 811,622 95,404 1.30 1.08 

4 770,759 91,097 1.26 1.04 

5 727,288 86,348 1.20 0.99 

6 686,173 84,207 1.15 0.96 
7 671,236 85,064 1.14 0.96 

資料：令和７年以外の全国の数値………「令和６年人口動態統計」（厚生労働省政策統括官） 

   令和７年以外の東京都の数値………「令和６年人口動態統計」（東京都保健医療局） 

令和７年の数値…………「令和７年人口動態統計月報年計（概数）の概況」（厚生労働省政策統括官） 

 

エ  死  亡（表１－６） 

我が国の年間死亡数は、昭和23年に100万人を割り、昭和30年までに急速に減少を続けた。

昭和50年代後半から増加傾向となり、平成15年からは100万人を超え、令和６年に160万人台

となったが、令和７年は150万人台に減少した。 

(ｱ）死亡率 

東京都の死亡率は、人口10万対1026.9で全国の1331.5と比べ低率であり、全国で最も低

くなっている。 

(ｲ）乳児死亡率 

東京都の乳児死亡数（生後１年未満の死亡数）は121人、乳児死亡率（出生千対）は1.4

で、全国の1.9より低くなっている。 

(ｳ）主要死因 

主要死因の死亡割合を全国と比較すると次のとおりである。 

a 悪性新生物 

この死因は、年々死亡数が増えており、全国では脳血管疾患に替わって、昭和56年に

初めて死因順位の第１位となったが、東京都では昭和52年から第１位を占めている。東

京都の悪性新生物による死亡数は、34,079人、死亡率（人口10万対）は252.9で、全死
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亡の24.6パーセントを占めている。 

ｂ 老衰 

この死因は、全国では昭和22年をピークに減少傾向が続いたが、平成13年以降死亡

数・死亡率ともに増加し、平成30年に脳血管疾患に替わり第３位となった。東京都にお

いても昭和28年をピークに死亡率の減少傾向が続いたが、平成13年以降死亡数・死亡率

ともに増加し、平成30年に脳血管疾患に替わり第３位となり、令和７年には２位となっ

た。死亡数は20,023人、死亡率（人口10万対）は148・6で、全死亡の14.5パーセントと

なっている。 

ｃ 心疾患 

この死因は、全国で脳血管疾患に替わって昭和60年に初めて第２位となった。東京都

においても昭和60年から第２位を占めていたが、令和７年には３位となり、死亡数は

19,813人、死亡率（人口10万対）は147.0で、全死亡の14.3パーセントとなっている。 

(ｴ）周産期死亡率 

周産期死亡率は1950年（昭和25年）、ＷＨＯ（世界保健機関）によって提唱されて以来、

母子保健の重要指標の一つとなった。 

東京都の周産期死亡率（出産千対）は3.2で、全国の3.4より低くなっている。 

 

 

オ 死 産（表１－６） 

東京都の死産数は1,930胎、死産率（出産千対）は22.2で全国の22.3より低くなっている。 
 

表１－６ 死亡数・率及び死産数・率（令和７年） （単位：人） 

 

指 標 

 

全 国 

首 都 圏 中京圏 近 畿 圏 

東京都 
埼玉県 千葉県 神奈川県 愛知県 大阪府 兵庫県 

総 数 区 部 

死亡数 1,589,489 138,377 90,756 85,772 74,853 101,853 82,826 108,172 67,397 

率（人口10万対） 1331.5 1026.9 … 1216.3 1241.3 1143.2 1162.6 1285.2 1305.6 

（再掲）悪性新生物 378,812 34,079 22,612 20,989 18,146 25,205 20,267 26,315 16,625 

率（人口10万対） 317.3 252.9 … 297.8 300.9 282.9 284.5 312.6 322.1 

（再掲）心疾患 220,447 19,813 12,831 10,912 10,963 14,981 8,037 16,795 9,514 

率（人口10万対） 184.7 147.0 … 154.8 181.3 168.1 112.8 199.5 184.3 

（再掲）老衰 214,771 20,023 12,926 11,079 9,601 16,318 13,029 12,460 8,949 

率（人口10万対） 179.9 148.6 … 157.2 159.2 183.2 182.9 148.0 173.4 

（再掲）自殺 18,518 1,894 1,350 1,028 962 1,286 1,090 1,366 799 

率（人口10万対） 15.5 14.1 … 14.6 16.0 14.4 15.3 16.2 15.5 

乳児死亡数 1,255 121 78 60 74 101 91 100 48 

率（出生千対） 1.9 1.4 1.3 1.5 2.2 2.0 2.1 1.9 1.6 

周産期死亡数 2,271 272 210 114 116 188 142 178 100 

率（出産千対） 3.4 3.2 3.2 2.9 3.5 3.7 3.2 3.4 3.3 

死産数 15,331 1,930 1,445 985 761 1,170 892 1,139 6,661 

率（出産千対） 22.3 22.2 22.7 24.8 22.6 22.8 19.7 21.2 21.5 

資料：「令和７年人口動態統計月報年計（概数）の概況」（厚生労働省政策統括官） 
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(3）都民等への広報及び広聴活動 

 ア 広報物の発刊 

都民や事業者等が、保健・医療・福祉に関する情報を一体的に入手できるよう、福祉局と

連携して広報物を作成している。 

(ｱ) 「東京の福祉保健」の発行（昭和57年度事業開始）（所管：保健医療局） 

都の福祉・保健・医療施策の現状と課題、各分野の事業内容を分かりやすく説明して、都

民等の一層の理解と協力を得るために発行している。 

① 発行部数等 

年１回23,000部発行、Ａ４判、100ページ（表紙・裏表紙除く。） 

② 配布先 

都民、区市町村、福祉・保健・医療関係機関等 

なお、視覚障害者向けに音声版（1,205組）を、外国人向けに英語版（500部）を発行

している。 

(ｲ) 「社会福祉の手引」の発行（昭和40年度事業開始）（所管：福祉局） 

都民や事業者等に、福祉・保健・医療に関する各種事業や社会福祉関係の窓口及び制度等

を紹介するためのハンドブックとして発行している。 

① 発行部数等 

年１回26,295部発行、Ａ５判、382ページ、ＤＡＩＳＹ版300枚 

② 無償配布 

区市町村（ケースワーカー、各種相談員等）、民生委員・児童委員、社会福祉法人、

図書館、社会福祉関係学校等に24,990部を配布している。 

③ 有償頒布 

都民情報ルームにて1,305部を販売している。 

(ｳ) 「月刊福祉保健」の発行（所管：福祉局） 

都民や福祉・保健・医療関係者等に、福祉局・保健医療局の事業やタイムリーな話題を紹

介している。月1回ウェブ版を発行し、福祉局ホームページに掲載、保健医療局ホームペー

ジからも閲覧可能。 

イ ホームページの運営 

都における保健・医療の最新情報を迅速かつ網羅的に都民に提供するため、保健医療局の

ホームページ（ https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/ ）を運営している。 

ウ 「都民の声」の窓口設置と保健医療局事業への反映 

都民から寄せられる保健医療局事業に関連する提言、意見、苦情、要望等に迅速・適切に

対応し、開かれた都政の実現を図るため、総務部総務課に「都民の声」の窓口を設置してい

る。寄せられた「都民の声」は適切な部署につなぎ、保健医療局事業への反映を図っている。 
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12 保健医療事務事業に係る区市町村との連絡調整 

保健医療行政を円滑に実施するため、都は区市町村が主催する各種会議等の場を通じて緊密

な連絡調整に努めてきた。 

昭和50年４月から、地方自治法の一部改正（昭和49年６月）に伴い、それまで特別区の区域

で都が実施してきた保健所業務の大部分が特別区に移管されたものの、これらの事務の中には

都区間及び特別区相互間において緊密な連携を必要とするものが多く、都と特別区との協力関

係を従来以上に強化することが必要となり、事務事業の具体的運営について連絡調整を行って

きた。 

その後、都区制度改革（平成４年10月）、「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等

に関する法律」（平成11年７月、いわゆる「地方分権一括法」）の施行、「東京都地方分権推

進計画」の策定（平成11年７月、平成12年８月）及び「地域の自主性及び自立性を高めるため

の改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成28年４月、いわゆる「第５次

一括法」）の施行による、東京都から区市町村への事務・権限の移管、移譲を推進する地方分

権の流れを受けて、都と区市町村とのより一層緊密な調整に努めている。 

 

(1）一般的な連絡調整 

予算要望、地方分権に係る移譲事務の協議提案、施策の見直し等の連絡調整については、特

別区は「特別区長会事務局」、市町村は「東京都市長会事務局」及び「東京都町村会」を通じ

て、各種会議等の場において行っている。 

また、市町村に対する施策の見直し等の連絡調整については、別途、都市町村合同協議ライン

の各会議体の場において行っている。 

 

(2）個別会議体における連絡調整 

（特別区） 

23区で構成している「特別区保健衛生主管部長会」、「特別区福祉主管部長会」等の場を通じ

て、情報提供・交換を行い、都区間の円滑な事務事業の推進を図っている。 

なお、保健行政に関しては、昭和50年の保健所移管時に締結した都区協定に基づき、都区協議

の場として、「都区保健衛生連絡協議会」（保連協）が設置されており、次の事項について協議

を行っている。 

ア 都と特別区及び特別区相互間における協力体制の確保を図る必要がある事項 

イ 都区の一体性の保持を図る必要がある事項 

ウ 都区の業務分担を明確にする必要がある事項 

エ その他特に協議を必要とする事項 

また、医師会との連携を必要とする保健事業については、都、特別区及び東京都医師会で
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て、各種会議等の場において行っている。 

また、市町村に対する施策の見直し等の連絡調整については、別途、都市町村合同協議ライン

の各会議体の場において行っている。 

 

(2）個別会議体における連絡調整 

（特別区） 

23区で構成している「特別区保健衛生主管部長会」、「特別区福祉主管部長会」等の場を通じ

て、情報提供・交換を行い、都区間の円滑な事務事業の推進を図っている。 

なお、保健行政に関しては、昭和50年の保健所移管時に締結した都区協定に基づき、都区協議

の場として、「都区保健衛生連絡協議会」（保連協）が設置されており、次の事項について協議
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ア 都と特別区及び特別区相互間における協力体制の確保を図る必要がある事項 

イ 都区の一体性の保持を図る必要がある事項 

ウ 都区の業務分担を明確にする必要がある事項 

エ その他特に協議を必要とする事項 

また、医師会との連携を必要とする保健事業については、都、特別区及び東京都医師会で
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構成する「東京都・特別区・東京都医師会連絡協議会」（三者協）の場で協議を行っている。 

 

（市町村） 

多摩地区の、26市で構成している「東京都市福祉保健主管部長会」、４町村で構成する「西

多摩郡町村福祉担当課長会」及び島しょ地区町村で構成する「東京都島嶼町村会・民生部会」

等の場を通じて、情報提供・交換を行い、都と市町村の円滑な事務事業の推進を図っている。 

また、医師会の協力を得て実施する母子保健を中心とした事務事業については、都、特別区、市、町

村及び東京都医師会で構成する「東京都地域保健事業連絡協議会」（五者協）の場で協議を行っ

ている。 
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13 保健医療局の防災対策 

保健医療局は、災害発生時において、保健・医療体制の確立や医療資器材の確保など、被災

者の命と健康を守る役割を担っており、これまで、東京ＤＭＡＴをはじめとする初動医療体制

の整備や、災害拠点病院における災害用医療資器材の確保などの取組を進めてきた。 

また、首都直下型地震などの大規模災害発生時に、限られた医療資源を最大限に活用できる

よう、災害医療コーディネーターを中心としたコーディネート体制を構築し、迅速な初動医療

体制を確保するなど、更なる取組の強化を図っている。 

令和８年度に保健医療局が実施する主な防災対策事業として、分野別に次のようなものが挙

げられる。 

【保健施策の実施】 

• 災害時健康危機管理支援チーム（ＤＨＥＡＴ）の体制整備（64ページ） 

• 在宅人工呼吸器使用難病患者非常用電源設備整備事業（76ページ） 

• 在宅人工呼吸器使用者災害時支援（78ページ） 

【医療提供体制の整備】 

• 医療救護活動（120ページ） 

• 災害拠点病院の整備（121ページ） 

• 災害拠点連携病院の整備（122ページ） 

【健康安全施策の実施】 

• 災害時の食品衛生対策に係る人材育成事業（169ページ） 

• 災害時医薬品等供給体制の強化（175ページ） 
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14 保健医療分野のＤＸ推進 

福祉・保健医療分野ＤＸ推進計画 

ＤＸによって2030年に目指すべき到達点等を定めた「福祉・保健医療分野におけるＤＸ加速化

方針」（2023年４月策定）を受けて策定した、第１期「福祉・保健医療分野ＤＸ推進計画」

（2024年策定・2025年更新）では、各取組における“Ｄ”（デジタル）活用を着実に推進してき

た。2026年３月には、第１期の成果をもとに、2026年度から2028年度までの具体的な取組を定め

た「福祉・保健医療分野ＤＸ推進計画～2ndステージ～」を策定し、第１期で進めた“Ｄ”（デジ

タル）活用を更に広げつつ、“Ｘ”（トランスフォーメーション）を中心とした取組の「深化」

を目指し、両局のＤＸを一層推進する。 

本計画では、「ＡＩ等先端技術を徹底的に利活用」、「組織を越えた連携や共同化の促進」、

「柔軟で自律的な現場主導ＤＸの更なる展開」の３つの方向性を定め、福祉分野９取組、保健医

療分野８取組、局横断３取組の計20取組を重点事業に位置付けて特に力を入れて推進していく。

本計画の中で保健医療局の重点事業は以下のとおり（11取組）である。 

 

（１） 重点事業（領域別） 

ア 保健 

(ｱ) とうきょう健康ステーションの運用と新コンテンツの実装 

• 健康づくりを支援するためのポータルサイト「とうきょう健康ステーション」について、

ＡＩを活用して健康づくりに関するアドバイス等を行う新コンテンツを導入し、本サイ

トを活用した都民の健康づくりの実践を促進 

  

  

イ 医療 

(ｱ) 病院・診療所への電子カルテ導入支援 

• 令和７年度から令和９年度までの３年間を重点支援期間と位置づけ、電子カルテ導入に

よる病院・診療所での診療情報のデジタル化を導入前から導入後まで一貫して伴走支援 

• 電子カルテ導入により、院内情報を一元化するとともに、患者に対するモニター上での

記録や画像を通じた分かりやすい説明を可能とし、医療の質に対する安心感を向上 

• 国が構築を進めている電子カルテ情報共有サービスや各種デジタルツールとの連携・共

有により、質の高い効果的な医療を実現 

 

 

 

 

− 43 − 

 

 

 

(ｲ) 新たな医療情報連携の基盤の構築 

• 国が構築を進めている電子カルテ情報共有サービスの３文書６情報に加えて、検査画像

など医療連携の推進や患者の満足度向上につながる医療情報を、電子カルテを導入した

全ての医療機関間で連携・共有 

• 医療機関が受診予約の受付や患者へのプッシュ通知機能等のサービスを提供でき、患者

自身も連携された検査画像などの医療情報を閲覧できる環境を整備することで、患者や

家族の利便性を向上 

• 令和８年度は、具体的な仕組みづくりに向けて医療連携の状況を調査するとともに、必

要な機能を整理・検討のうえ要件定義を行う。 

 

(ｳ) 患者向けＤＸ環境整備 

• 受診前から受診後まで一連のデジタルツールを都立病院（１病院）で先行して導入し、

導入前後の効果を検証 

• 先行導入の検証結果を踏まえ、デジタルツールや導入手順などの「患者向けＤＸ環境整

備の導入ガイドライン（仮）」を作成し、都内医療機関への展開を促進することで、患

者の待ち時間短縮による手取り時間の増加など、患者満足度を向上 

 

(ｴ) ＡＩを活用した医療関係施設等整備費補助金審査業務の効率化 

• ＡＩにより、決算書と提出資料との整合性の一次確認を行うとともに、財政状況のリス

クスコアを表示する。 

• ＡＩにより、過去の補助金交付実績に基づき、申請された物品等が補助事業の目的に合

致しているかを数値化し、判断根拠を製品の特徴や過去の交付実績等とともに表示する。 

・これらの取組みにより、職員による確認・審査業務をサポートし、補助金審査業務にお

ける効率性と精度を向上 

・令和９年度の運用開始を目指し、令和８年度は、PoC検証・設計開発を実施 
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ウ 健康安全 

(ｱ) 健康安全研究センターの検査オーダリングシステムの再構築 

• 健康安全研究センターにて実施している試験検査（感染症の病原体検査、食中毒の原因

究明等）を管理する検査オーダリングシステムについて、ＢＰＲと基本構想策定を行っ

た上で、令和10年度にかけて再構築 

• システム再構築及び業務最適化により、検査業務の効率化と検査の信頼性を向上 

• 他システムとの連携等により、データの政策活用等を実現 

 

 

エ 感染症対策 

(ｱ) 感染症健康危機管理情報ネットワークシステム（K-net）の改修 

• 感染症対策に関わる関係機関等との情報共有プラットフォームであるK-netについて、シ

ステム改修により情報の一元化及び業務の効率化を図り、迅速な情報整理・分析を可能

とすることで感染拡大防止に向けた早期対応を実現 

  

 

(ｲ) 性感染症サイトの一体的再構築 

 • 複数の性感染症関連サイトに分散する情報やコンテンツを統合・再整理し、性感染症の

感染予防や早期発見・早期治療につながる都民への効果的な情報提供を行うとともに、

シームレスなＵＩによる性感染症検査へのスムーズな誘導を実現 

• 令和８年度は、令和９年度末の運用開始を目指し、基本構想の策定や要件定義を行う。 
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オ 福祉・保健医療共通 

(ｱ) 福祉・保健医療分野のデジタルプラットフォーム構築  

• 福祉施設や医療機関等の事業者・事業所データを福祉局・保健医療局の両局で共有でき、

事業者が一度の申請で複数の申請先への手続が可能となる仕組み（ワンストップ）や、

一度入力した情報が再入力不要となる仕組み（ワンスオンリー）を構築  

• デジタルサービス局が進める事業者ワンストップサービス（仮）や東京都基礎情報デー

タベースの整備状況も踏まえ、各種申請手続に係る機能を拡充 

  

(ｲ) 社会福祉施設等の指導検査ＤＸ  

• 指導検査に係る事業者及び行政双方の事務負担の軽減と利便性の向上を図るため、対

面・書面による業務プロセスの見直しによる効率化に向けて、デジタル技術の効果的な

活用に必要な環境を構築するとともに、区市町村が共同利用できる環境を整備 

  

(ｳ) 現場ＤＸラウンドテーブルの開催 

• 各職場の課題を熟知したＤＸアンバサダーが率先して改善に取り組むボトムアップ型の

ＤＸ（現場ＤＸ）の推進のため、業務改善やＡＩ活用をテーマとしたラウンドテーブル

を定期的に開催し、組織や分野を越えた情報共有及び連携強化を促進するとともに、Ｄ

Ｘアンバサダーのモチベーション向上を図り、現場発のＤＸ推進を加速 
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第２章 
 
 

保健医療基盤の整備 
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